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• 経歴

2016年1月 西村あさひ入所（2018〜2020年まで同ハノイオ
フィス駐在）

2022年5月 コロンビア大学ロースクール卒業
（Harlan Fiske Stone Scholar, Parker School Certificate 
for Foreign and Comparative Law, Columbia Global Public 
Service Fellowship）

2022年〜2023年 デンマーク人権研究所 研究員

2023年 スウェーデンの法律事務所に出向

2024年〜 西村あさひバンコクオフィス駐在

弁護士 長岡 隼平

Email: 
j.nagaoka@nishimura.com

日・米・欧における「ビジネスと人権」の実務経験をもとに、国際水準
の人権デューディリジェンス実施を目指す日本企業のバリューチェーン
全体に亘る人権尊重の取組みをサポート
「ビジネスと人権」の世界的権威であるデンマーク人権研究所において
60社を超える先進的な多国籍企業とのエンゲージメントに基づき金
融・ICT・建設・ファッション・エネルギー・物流・製薬・食品等の多
様な産業における方針策定・人権影響評価・開示・救済等の様々なプロ
セスの実践手法を研究した経験と、ビジネスロイヤーとして東南アジア
に現地駐在し日本企業のサプライチェーンに関する法的問題の解決を現
場で支援した実績をもとに、日本企業が国内外の自社・グループ会社の
オペレーション並びにバリューチェーンの上流・下流に関して国際的な
基準に従って人権デューディリジェンスを実施する上での実務的なアプ
ローチを提案する。
欧州の国内人権機関でのプラクティスに加え、日米両国での人権NGO
における業務や米国留学時の研究活動（国際人権法専攻）において培っ
た人権・サステナビリティに関する多角的な視点とグローバルなネット
ワークに基づき、日本企業による多様なステークホルダーとの直接の意
味のある対話・エンゲージメントを促進し、労働者の権利に限られない
フル・レンジの人権を、上流だけではないフル・バリューチェーンで尊
重する企業の取組みをサポートする。企業等に向けた人権デューディリ
ジェンスに関するセミナーや社内研修、自社バリューチェーンを分析す
るためのワークショップ等に関するご依頼にも対応した実績がある。 












